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消費者を一方当事者とする仲裁契約の効力・方式の比較表 

 

 ＥＵ ドイツ フランス 英国 スウェーデン 香港 

仲裁契約

の効力 

 

紛争発生

後の仲裁

契約 

有効 

 

 

有効 

 

 

有効 請求額が５０００ポンド

以下の仲裁契約は，不公正

条項規則上不公正と見なさ

れ，消費者を拘束しない。

ただし，紛争発生後の仲

裁契約については，消費者

による無効主張が制限され

る場合があり得ると解され

ている。 

有効 有効 

 紛争発生

前の仲裁

契約 

 次の要件を満たすか

否かを個別に判断。満

たせば消費者を拘束し

ない。 

①個別に交渉されてい

ない。 

②信義誠実の要請に反

する。 

③当事者の権利義務に

重大な不均衡をもた

らす。 

④消費者に不利益。 

 法の規定の適用され

ない仲裁を強制するな

ど，訴訟を提起し，ま

たは他の法的救済手段

をとることを排除又は

妨害することは，①か

ら④に該当する例とさ

れている。 

 次の要件を満たすか

否かを個別に判断。満た

せば無効。但し，事業者

からの無効主張は原則

として許されないと解

されている。 

①約款中の条項である

か，又は消費者が契約

締結過程でその内容

に影響を及ぼすこと

ができなかった。 

②信義誠実の要請に反

する。 

③約款使用者の相手方

又は事前に形成され

た契約条件の作成者

の相手方に不当に不

利益を与える。 

④法規定の本質と相容

れないか，契約の性質

無効 

(将来の仲裁

契約について

一般的に「法

律に他に特別

の定めのない

限り職業的行

為のために締

結された契約

においては有

効である。」と

さ れ て い る

が，消費者契

約は，これに

含まれないと

解 さ れ て い

る。) 

 ただし，事業

者からの無効

主張が許され

１ 請求額が５０００ポン

ド以下の仲裁契約は不公正

条項規則上不公正と見なさ

れ，消費者を拘束しない。

２ 請求額が５０００ポン

ドを超えるときは，次の要

件を満たすか否かを個別に

判断。満たせば消費者を拘

束しない。 

①個別に交渉されていな

い。 

②信義誠実の要請に反す

る。 

③当事者の権利義務に重大

な不均衡をもたらす。 

④消費者に不利益。 

 法の規定の適用されない

仲裁を強制するなど，訴訟

を提起し，または他の法的

救済手段をとることを排除

 主として個

人的な使用の

ために供給さ

れる商品，役

務またはその

他の用益に関

するときは無

効。 

 紛争発生後

に書面で仲裁

に同意したと

き又は消費者

が仲裁に付す

る申出をした

ときのみ消費

者を拘束する。 
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から生ずる本質的な

権利義務を契約目的

の達成が危殆化され

るほど制限する。 

るかについて

は議論あり。 

又は妨害することは，①か

ら④に該当する例とされて

いる。 

 根拠法令 ＥＵ不公正条項指令

（93/13/EEC）６条，付

表１(q) 

新民法３０７条１項２

項（旧約款規制法９

条），新民法３１０条３

項（旧約款規制法２４条

ａ） 

民法２０６１

条 

１９９９年不公正条項規則

５条，付表２(q)，１９９９

年不公正仲裁契約（金額特

定）令，仲裁法８９条ない

し９１条。 

 

仲裁法６条 免責約款規制

令１５条，仲裁

令１５条 

（英国の１９

８８年消費者

仲裁契約法と

同様の規定） 

仲裁契約

の方式 

内容 消費者の特則なし １ 仲裁契約は当事者

の自署された書面に記

載しなければならない。

２ １の書面には仲裁

手続に関するもの以外

の合意を記載してはな

らない。ただし，公正証

書による仲裁契約は除

く。 

消費者の特則

なし 

消費者の特則なし 消費者の特則

なし 

消費者の特則

なし 

 根拠法令  仲裁法１０３１条５項     

 

〇 他の国の例 

・ 米国：連邦及び各州毎に異なる。 

  いくつかの州で，紛争発生前の仲裁契約について，その拘束力を否定する。 

  消費者事業者間の紛争発生前の仲裁契約の効力については，判例上，一般的には有効とされているが，約款中の仲裁条項が，実体的権利に対す

る不公正な押しつけ，濫用となる場合に，その効力を否定した判決の例がある。 

・ ニュージーランド：方式に関する規定あり。 

  当事者の一方を消費者とする仲裁契約は，消費者が仲裁契約を理解した上で，当該仲裁契約に拘束されることに同意した旨を独立の書面で確認

した場合に限り，消費者を拘束する（仲裁法１１条１項）。 

・ 韓国：約款の規制に関する法律の中に規定あり。 

  「顧客に対し不当に不利な訴え提起の禁止条項または裁判管轄の合意条項や相当な理由なしに顧客に立証責任を負担させる約款条項は，これを

無効とする」旨の規定（１４条）があり，これにより，消費者に不利な仲裁契約の効力は制限される。 


